
令和８年度 第１回

東京都

医療的ケア児支援地域協議会

▸日 時：令和８年７月２９日（水曜日）18時から

▸実施方法：オンライン会議

1

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料



会議の進行
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Ⅰ開会

Ⅱ議事

（１）東京都医療的ケア児者実態調査について

（２）医療的ケア児支援関連事業について

（３）医療的ケア児支援区市町村担当者連絡会

Ⅲ閉会
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議事１
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東京都医療的ケア児者実態調査について
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1-1 東京都医療的ケア児者実態調査の概要について

医療的ケア児者とその家族の生活の状況等や支援ニーズを把握し、今後の医療的ケア児者に係る施策の参考とする

■調査の目的

都民調査 事業所調査

調査対象
令和8年4月1日現在、都内に在住する０歳から64
歳までの医療的ケア児者・重症心身障害児者及
びその家族

令和8年4月1日現在、東京都内に所在する訪問看
護ステーション及び障害福祉サービス事業所

調査実施期間 令和８年４月１日から５月22日まで 令和８年４月１日から５月22日まで

実施方法

訪問看護ステーション、医療機関、療育機関、
都立特別支援学校、当事者団体等を通じて、医
療的ケア児者の御家族へ調査回答を依頼（回答
方法は、WEB回答画面への入力）

調査対象事業所に対して、郵送及び電子メールに
て調査回答を依頼（回答方法は、WEB回答画面へ
の入力）

回答状況 有効回答数1,140件（全1,296件中） 有効回答数3,317件（全3,450件中）

主な調査項目
医療的ケア児者の状態、家族の状況、サービス
の利用状況、相談先、主な介護者の困りごと
など

事業者の属性、利用者の状況・職員の関与度、医
療的ケアの実施状況、送迎サービス など

■調査の概要

※ 東京都福祉局ホームページ：https://www.fukushi.metro.tokyo.lg.jp/shougai/nichijo/s_shien/sonota_ikeaji/ikeaji_chousa8

＜回答数＞ ※令和8年7月1日時点暫定
都民調査…有効回答1140件（全1296

件）、事業所調査… 有効回答3317件（全
3450件）
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1-1 【参考】事業所調査における調査対象事業所
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事業所のサービス種別

１ 13

2 14 A 型・B 型）

3 15

4 16

5 17

6 18

7 19

8 20

9 21

・生活訓練） 22

23

２３サービスを対象・種別ごとに１１グループに分類して集計

対象 整理番号 種別 サービス

共通

1 訪問看護 訪問看護ステーション

2 訪問系
居宅介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支
援

3 短期入所（医療型） 短期入所（医療型）

4 短期入所（福祉型） 短期入所（福祉型）

成人

5 訪問系 重度訪問介護

6 日中活動 生活介護、療養介護

7 入所 施設入所支援

8 居住 自立生活援助、共同生活援助（グループホーム）

9 訓練・就労

自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）

就労移行支援、就労継続支援（A型・B型）、就労定着
支援、就労選択支援

児童

10 日中活動
児童発達支援センター、児童発達支援、放課後等デイサー
ビス、居宅訪問型児童発達支援

11 入所 福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設

障害福祉サービスの内容｜厚生労働省

※分類は厚生労働省HP「障害福祉サービス等の体系（介護給付・訓練等給付）」を参考
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1-2 調査項目一覧 【都民調査】
（１）回答者の状況 （３）家族の状況 （５）今後の住まい

問1 アンケートの記載者 問22 同居家族構成 問40 共同生活援助の利用や施設入所の希望の有無

問2 回答者の年代 問23 主な介護者 問41,42 希望するおおよその時期

（２) ご本人の状況 問24 父の状況 問43
共同生活援助を利用していない、施設入所していない
理由

問3 日常的に行っている医療的ケア 問25 父の就労状況 （６) 相談先

問4 医療的ケア判定スコア 問26 父の今後の就労希望 問44 情報の取得先

問5 居住区市町村 問27 母の状況 問45 得たい情報

問6 本人の年齢 問28 母の就労状況 （７) 家族の困りごと

問7 医療的ケアが必要となった理由 問29 母の今後の就労希望 問46 主な介護者の困りごと

問8 医療的ケアが必要となった年代 問30 主な介護者の就業上の不利益 （８）災害対策

問9 NICU・GCUへの入院経験の有無 問31 主な介護者が就業先に望むこと 問47 現在行っている災害時の備え

問10 身体障害者手帳の取得の有無及び種類 問32 親族の協力状況 問48 災害時に必要な備品の購入状況

問11 愛の手帳の取得の有無及び程度 問33 主な介護者の1日の平均的な合計睡眠時間 問49 今後準備を予定している物品

問12
精神障害者保健福祉手帳の取得の有無及び障害等
級

問34 主な介護者の睡眠形態 問50 災害時備品を購入しない理由

問13 障害支援区分 問35 一晩の起床回数

問14 介護保険の対象 問36 緊急時に対応を頼める相手

問15 小児慢性特定疾病医療受給者証の有無 （４) サービスの利用状況

問16 難病の有無 問37 利用しているサービス

問17 本人の運動機能 問38 必要だが不足を感じているサービス、課題（訪問系）

問18 本人のコミュニケーション手段 問39
必要だが不足を感じているサービス、課題（訪問系以
外）

問19 医療的ケアの主な介護者の関与度

問20 本人の就労状況

問21 就労先の配慮
…前回から追加した設問
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1-2 調査項目一覧 【事業所調査】

（１）事業所属性 （２）利用者の状況・職員の関与度 （５）夜間の対応

問1 事業所のサービス種別 問13
利用者数（全体、医療的ケアが必要な利用者数、障害種別
の内訳）

問23 医療的ケアの夜間対応

問2 （短期入所を行っている場合）本体施設の種別 問14 医療的ケアが必要な利用者の運動機能の状態 問24 夜間対応を実施していない理由

問3 （短期入所を行っている場合）算定している報酬区分 問15 医療的ケア実施に係る職員の関与度 （６） 今後の受入

問4 事業所が所在する区市町村 問16 生命のリスクにつながる医療的ケア 問25 今後、医療的ケアが必要な方を受け入れる予定

問5 事業所の開設主体 （３)医療的ケアの実施状況 問26 受け入れ可能となる条件

問6 事業所名 問17 医療的ケアを実施している職員 問27 受入れを行わない理由

問7 事業所番号 問18 医療的ケアを提供する上での課題 （７） 災害時の対応

問8 担当者名 問19 動ける医療的ケア児者受入れにあたり工夫していること 問28 災害時の対応

問9 電話番号 問20
受け入れる事業所が増えるために区市町村や都における必要
な取組

問10 担当者メールアドレス （４）送迎サービス

問11 医療的ケアが必要な方の受入状況 問21 送迎サービスの実施状況

問12 事業所で対応可能な医療的ケアの状況 問22 送迎を実施していない理由

…前回から追加した設問
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1-3 調査結果（都民調査）【日常的に行っている医療的ケア】

〇日常的に行っている医療的ケアは、「経管栄養（経鼻胃管、胃ろう、経鼻腸管、経胃ろう腸管、腸ろう又は食道ろう）」が57.7％

と最も高く、次いで、「吸引（口鼻腔又は気管内吸引に限る）」が53.2%となっている。

57.7%
53.2%

40.9%

35.0%
31.1% 31.1%

27.5%
25.2%

19.8%

11.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

日常的に行っている医療的ケア
N=1140

（複数回答可）

問3 現在、日常的に行っている医療的ケアを教えてください。当てはまるものを全て選択してください。必須

※調査回答のうち、回答数の多かった上位10項目を抜粋

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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1-3 調査結果（都民調査）【日常的に行っている医療的ケア】

〇日常的に行っている医療的ケアについて、成人、重症心身障害者では、「経管栄養（経鼻胃管、胃ろう、経鼻腸管、経胃ろう腸管、

腸ろう又は食道ろう）」、「吸引（口鼻腔又は気管内吸引に限る）」を行う割合がより高くなっている。

54.6%
50.1%

42.0%

33.2% 32.4%
29.4%

0～17歳
N=754 63.7%

59.1%

38.6% 38.6% 36.8% 34.5%

18～64歳 N=386

問3 現在、日常的に行っている医療的ケアを教えてください。当てはまるものを全て選択してください。必須

内訳

※調査回答のうち、回答数の多かった上位６項目を抜粋
※重症心身障害者の推計方法 問17：本人の運動機能区分「座れる・寝たきり」を選択した人 ×問18：本人のコミュニケーション手段 「会話・手話・文字盤・意思伝達装置」を選択した
人を除いた人

69.4%

62.3%

49.5%

39.4%
35.2% 33.4%

重症心身障害者 N=634

抜粋
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1-3 調査結果（都民調査）【お住まいの区市町村・ご本人の年齢】

〇本人の居住地の割合は、区部が66.1％、多摩・島しょ地域が33.9％であった。
〇医療的ケア児者の年齢の割合は、児童においては5～9歳が21.5%で最も多く、成人においては20～39歳が24.9%となってい
る。

区部

66.1%

多摩・

島しょ地域

33.9%

本人の居住地
N=1140

問１このアンケートは、上記に該当するご本人またはそのご家族が回答してください。どなたが記入されているか、ご本人から見た関係でお答えください。必須
問５ご本人のお住まいの区市町村を教えてください。必須
問６ご本人の年齢（令和８年4月1日時点）を選択してください。必須

本人, 2.1%

父, 6.6%

母, 86.0%

兄弟姉妹, 
0.2%

配偶者, 0.4%

祖父・祖母, 0.4%

子, 0.4%

その他, 4.0%

回答者（本人から見た関係）
N=1140

18.1% 21.5% 18.9% 11.7% 24.9% 5.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本人の年齢

0~4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～39歳 40～64歳

N=1140

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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72.7%

87.8%

96.9%

4.9%

0.2%

0.0%

22.4%

12.0%

3.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～5歳

6～17歳

18～64歳

身体障害者手帳の取得等の状況

手帳あり 申請中 なし

1-3 調査結果（都民調査）【身体障害者手帳の有無・種類】

〇身体障害者手帳の取得の有無及び種類は、「肢体不自由（体幹機能）」の割合が62.5％と最も高く、次いで「肢体不自由

（上肢）」の割合が43.9％、「肢体不自由（下肢）」の割合が41.8％となっている。

〇身体障害者手帳の年齢層別取得状況について、未就学（０～５歳）は72.7％が、学齢期(６~17歳）は87.8%が、成人

（18歳以上）は96.9%が身体障害者手帳を取得している。

62.5%

43.9%41.8%

13.6%12.5%11.2%
8.2%6.2%4.7%4.0%3.5%3.2%1.7%1.1%1.0%1.0%0.8%0.6%0.5%0.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

本人の身体障害者手帳の取得の有無及び障害の種別 N=1140
（複数回答可）

問10ご本人の身体障害者手帳の取得の有無及び障害の種別について教えてください。当てはまるものを全て選択してください。必須

N=245

N=386

N=509
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〇本人の就労の状況は、「就労しておらず、就職活動はしていない」が62.4%と最も高く、「就労中」は7.3％。

1-3 調査結果（都民調査）【本人の就労の状況】

就労しておらず、就職活

動をしている

0.8%
就労しておらず、就職活

動はしていない

62.4%

わからない・回答しない

9.6%

その他

19.9%

就労中

7.3%

本人の就労の状況 N=386

問20（成人の方のみ）ご本人の就労の状況について教えてください。必須

問21（就労している方のみ）就労先の配慮について教えてください。（複数選択可）必須

その他
・通所事業所に通所
・就労できる状況にない（寝たきり）
・自宅で過ごす

種別 人数

就労継続支援B型事業所 9

パート・アルバイト 4

就労継続支援A型事業所 3

地域活動支援センター 3

一般就労（正社員・常勤職
員）

3

一般就労（契約社員・派遣
社員・非常勤職員）

3

自営業・フリーランス 3

「就労中」の方の内訳

初掲載

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇主な介護者の睡眠形態の状況は、「断続的にしか睡眠をとることができない日がとても多い」が29.2%と最も高く、次いで「断続的
にしか睡眠をとることができない日が多い」が27.4%となっている。

1-3 調査結果（都民調査）【主な介護者の睡眠形態の状況】

29.2%

27.4%

27.1%

11.7%

3.1%

1.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0%

断続的にしか睡眠をとることができない日がとても多い

断続的にしか睡眠をとることができない日が多い

睡眠をまとめてとることができる日が多い

睡眠をまとめてとれる日がとても多い

わからない・回答しない

その他

主な介護者の睡眠形態の状況 N=1108

問34 主な介護者の睡眠の形態は、平均するとどのような状況ですか。（主な介護者が2人の場合はどちらかお一人の方について答えてください）必須
※問23で「家族の介護者はなし」を選択した方は回答不要です。

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇利用しているサービスは、「訪問看護」が72.1%と最も高い。その他「訪問診療」が56.7%、「訪問リハビリ」が53.9%、

「訪問薬局」「短期入所（宿泊を伴うもの）」が38.8%となっている。

1-3 調査結果（都民調査） 【利用しているサービス】

72.1%

56.7%
53.9%

38.8% 38.8%
33.1%

30.3% 29.7%
25.0% 22.6% 21.4%

18.1%
14.8% 14.6% 13.7% 12.8%

7.5% 5.3% 3.5% 4.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

利用しているサービス
N=1140

（複数回答可）

問37以下のサービスのうち、現在利用しているサービスを教えてください。必須

※調査回答のうち、回答数の多かった上位20項目を抜粋
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〇利用しているサービスは、成人は「訪問診療」が64.5％、生活介護が61.7％と全体の割合よりも高くなっている。重症心身障害

者では「訪問看護」が79.5％と高い。

1-3 調査結果（都民調査） 【利用しているサービス】

71.9%

56.0% 52.7%
45.2%

40.1%
35.4%

30.0% 26.3%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

0～17歳
N=754

72.5%
64.5% 61.7%

56.0%
50.8% 50.0%

36.3% 33.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

18～64歳 N=386

問37以下のサービスのうち、現在利用しているサービスを教えてください。必須

内訳

※調査回答のうち、回答数の多かった上位８項目を抜粋

79.5%

64.7%62.5%

48.4%
44.5%

40.5%
34.7%33.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

重症心身障害者
N=634

抜粋

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇利用の有無にかかわらず、必要であるが不足を感じているサービスは、「短期入所（宿泊を伴うもの）」が55.3%と最も高い。

問39 以下のサービス（訪問系以外）のうち、利用の有無に関わらず、不足と感じているサービスを教えてください。（最大３個まで選択）必須

※調査回答のうち、回答数の多かった上位20項目を抜粋（「わからない・回答しない」「当てはまるものがない」を除く）

1-3 調査結果（都民調査）【必要であるが不足しているサービス】

55.3%

31.2%

23.2%
18.9% 18.2% 17.7%

14.2% 13.1% 12.4% 11.5% 11.2%
8.7% 8.1% 7.3% 6.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

N=1140
（複数回答可）

利用の有無にかかわらず、必要だが不足を感じているサービス

以下設問を合算
問38 以下のサービス（訪問系）のうち、利用の有無に関わらず、必要だが不足を感じているサービスを教えてください。（最大３個まで選択）必須

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇利用の有無にかかわらず、必要であるが不足を感じているサービスについて、児童、成人とも短期入所が最も高い。特に成人におい

ては67.4％、重症心身障害者においては64％と高い割合となっている。

49.1%

33.2%
27.3%

16.2%
9.8% 9.0%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

0～17歳 N=754

問39 以下のサービス（訪問系以外）のうち、利用の有無に関わらず、不足と感じているサービスを教えてください。（最大３個まで選択）必須

※調査回答のうち、回答数の多かった上位８項目を抜粋（「わからない・回答しない」「当てはまるものがない」を除く）

内訳

1-3 調査結果（都民調査）【必要であるが不足しているサービス】

以下設問を合算
問38 以下のサービス（訪問系）のうち、利用の有無に関わらず、必要だが不足を感じているサービスを教えてください。（最大３個まで選択）必須

49.1%

33.2%
27.3%26.8%

17.9%16.2%14.7%12.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0～17歳 N=754

67.4%

27.5%24.4%
17.6%17.4%16.3%15.5%15.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

18～64歳 N=386

抜粋

64.0%

36.3%

25.9%
20.8%18.0%17.7%17.2%16.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

重症心身障害者 N=634

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇共同生活援助の利用や、施設入所の希望の有無は、「施設入所を希望」が38.6%と最も高く、次いで「共同生活援助の利用

を希望」が23.6%となっている。

1-3 調査結果（都民調査）【本人の将来的な住まいの希望】

23.6%

38.6%

17.3%

21.8%

18.1%

4.0%

共同生活援助（グループホーム）の利用を希望

施設入所（障害児入所施設・障害者支援施設・療養介護等）を希望

希望しない

迷っている

わからない・回答しない

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50%

本人の将来的な住まいとして、共同生活援助の利用や、施設入所の希望の有無
N=1140

（複数回答可）

問40ご本人の将来的な住まいとして、共同生活援助（グループホーム）の利用や、施設入所の希望はありますか。（複数選択可）必須

初掲載

（抜粋）回答者：本人

N=24
手持ち

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇共同生活援助の利用や、施設入所の希望の有無は、成人では「施設入所を希望」が51.8%、「共同生活援助の利用を希望」

が28.2%となっている。

1-3 調査結果（都民調査）【本人の将来的な住まいの希望】

28.2%

51.8%

10.4%

21.8%

10.9%

4.4%

GHの利用を希望

施設入所を希望

希望しない

迷っている

わからない・回答しない

その他

18～64歳 N=386

21.2%

31.8%

20.8%

21.8%

21.8%

3.8%

GHの利用を希望

施設入所を希望

希望しない

迷っている

わからない・回答しない

その他

0～17歳 N=754

問40ご本人の将来的な住まいとして、共同生活援助（グループホーム）の利用や、施設入所の希望はありますか。（複数選択可）必須

内訳

初掲載

（抜粋）回答者：本人

N=24
手持ち

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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67.8%
62.1%

48.3%

32.5%

22.3%
17.2%

48.2%

46.2%

30.6%
23.3%

19.5% 12.6%

電源が必要とされるケアの方

・うち人工呼吸器利用者

（電源に関する項目）

人工呼吸器

電源あり

〇現在行っている災害時の備えについて、全体の回答では「水・食料・医薬品・ケア用品等の備蓄」が69.0％と最も高い。
〇電源に関する項目について、人工呼吸器利用者では「医療機器用の内部・外部バッテリーの稼働時間把握」が67.8％、「予備バッ
テリーや発電機・燃料を準備」が62.1％。

1-3 調査結果（都民調査）【現在行っている災害時の備え】

問47現在行っている災害時の備えについて、当てはまるものを全て選択してください。必須

N=1140
（複数回答可）

48.2%46.2%

30.6%

23.3%

4.4%

電源が必要とされるケアの方

（電源に関する項目）

電源あり：N=712
人工呼吸器利用：N=354

（複数回答可）

※調査回答のうち、回答数の多かった上位６項目を抜粋
※電源が必要と見込まれるケア（人工呼吸器の管理、排痰補助装置、酸素療法、吸引（口鼻腔・気管内吸引に限る）、ネブライザーの管理、経管栄養（持続経管注入ポンプ使用）、
中心静脈カテーテルの管理、継続的な透析）の方の回答を集計

R3非掲載

69.0%

50.7%

34.0% 31.8%

24.0%
21.3%

全体の回答（共通項目）
N=1140

（複数回答可）

N=748
（複数回答可）

N=354
（複数回答可）

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇医療的ケアが必要な方の受入状況は、「受け入れていない（対応困難）」が65.0%、一方で「受け入れている」が27.6%、
「現在は受け入れていないが対応可能」が7.4%となっている。

〇「受け入れている」事業所について、福祉型短期入所は17.3％、居住支援系は8.6％、訓練系・就労系は7.8％。

1-4 調査結果（事業所調査）【医療的ケアが必要な方の受入状況】

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

27.6%
916

7.4%
245

65.0%
2156

医療的ケアが必要な方の受入状況

受け入れている

現在は受け入れていないが対応可能

受け入れていない（対応困難）

N=3,317

問11貴事業所において、医療的ケアが必要な方を受け入れていますか？必須
（医療的ケアの種類については、次の設問を御覧ください）

内訳

54.3%

23.3%

100.0%

17.3%

51.2%

50.2%

36.5%

8.6%

7.8%

28.4%

55.6%

19.8%

9.0%

4.5%

11.9%

5.4%

6.3%

2.8%

4.1%

5.9%

5.6%

25.9%

67.7%

78.2%

36.9%

44.5%

57.1%

88.6%

88.1%

65.7%

38.9%

【共通】訪問看護N=359

【共通】訪問系N=558

【共通】短期入所（医療型）N=13

【共通】短期入所（福祉型）N=110

【成人】訪問系N=168

【成人】日中活動N=299

【成人】入所N=63

【成人】居住N=431

【成人】訓練・就労N=563

【児童】日中活動N=735

【児童】入所N=18

受け入れている 現在は受け入れていないが対応可能

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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31% 30%
45%

33%
48%

68%
53%

64%
46%

27%
37%

29%
43%

35%

16%

37%
47% 45% 43%

51% 45%

10%

30% 32%
21%

28%

28%

24%

28%
28%

28%

27%

33%
31%

36%
39%

32%

28%

31% 34%
27%

33% 39%

36%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

対応可能な医療的ケア

対応可能 応相談

〇対応可能な医療的ケアは、「吸引（口鼻腔、気管内）」の割合が68.1％と最も高く、次いで「経管栄養（経鼻胃管、胃ろう、経

鼻腸管、経胃ろう腸管、腸ろう又は食道ろう）」の割合が63.7％、「ネブライザーの管理」の割合が53.3％

1-4 調査結果（事業所調査）【対応可能な医療的ケア】

訪問系、成人日中活動で吸引等がたかい旨抜粋

問12対応可能な医療的ケア ※３段階（対応可能・応相談・対応不可）で回答 必須

N=1,161

特に訪問系、成人の日中活動系では

※⑥⑧は、喀痰吸引等研修を受講した介護職員等が実施できる行為を含む

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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23.4%
23.7% 31.1%

27.1%
34.4%

45.2%

【成人】日中活動系

N=299

37.5% 37.5%

35.7%

27.4%

35.7%

63.1%

【成人】訪問系
N=168

10.2%

11.5%

9.1%

7.7%

15.8% 32.3%

【共通】訪問系

N=558

〇対応可能な医療的ケアについて、「吸引（口鼻腔、気管内）」「経管栄養（経鼻胃管、胃ろう、経鼻腸管、経胃ろう腸管、腸ろう

又は食道ろう）」は、特に訪問系、成人の日中活動系において比率が高い。

1-4 調査結果（事業所調査）【対応可能な医療的ケア】

訪問系、成人日中活動で吸引等がたかい旨抜粋

問12対応可能な医療的ケア ※３段階（対応可能・応相談・対応不可）で回答 必須

吸引・経管栄養が特に高いサービス（抜粋）

特に訪問系、成人の日中活動系では

※⑥⑧は、喀痰吸引等研修を受講した介護職員等が実施できる行為を含む

※調査回答のうち、回答数の多かった上位６項目を抜粋

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇医療的ケアを実施している職員は、「看護師」の割合が70.5％と最も高く、次いで「介護福祉士」の割合が30.0％、「生活支援

員」の割合が14.1％となっている。

1-4 調査結果（事業所調査）【医療的ケアを実施している職員】

問17問1で選択したサービス種別において、医療的ケアを実施している職員について教えてください。当てはまるものを全て選択してください。必須
※問11で「受け入れている」を選択した方のみ回答してください。

N=195

N=150

N=44

N=209

70.5%

30.0%

14.1% 13.4%
8.4% 8.0% 7.2% 6.1% 5.9%

0%

10%

20%
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40%

50%

60%

70%

80%

看
護
師

介
護
福
祉
士

生
活
支
援
員

そ
の
他

医
師
（
嘱
託
医
等
）

理
学
療
法
士
・
作
業
療
法
士

保
育
士

社
会
福
祉
士

児
童
指
導
員

医療的ケアを実施している職員
N=916
（複数回答可）

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇医療的ケアを実施している職員は、訪問系では介護福祉士、訓練系・就労系では生活支援員等、看護師以外の職種による実施

が多い。

1-4 調査結果（事業所調査）【医療的ケアを実施している職員】

問17問1で選択したサービス種別において、医療的ケアを実施している職員について教えてください。当てはまるものを全て選択してください。必須
※問11で「受け入れている」を選択した方のみ回答してください。

N=195

N=150

N=44

N=209

看護師以外による実施の割合が高いサービス（抜粋）

99.5%

21.0%

4.6% 2.1% 1.5%

看
護
師

理
学
療
法
士
・
作
業
療
法
士

医
師
（
嘱
託
医
等
）

そ
の
他

介
護
福
祉
士

【共通】訪問看護

N=195（複数回答可）

79.2%

26.9%
18.5%

2.3% 1.5%

介
護
福
祉
士

そ
の
他

看
護
師

生
活
支
援
員

医
師
（
嘱
託
医
等
）

【共通】訪問系

N=130（複数回答可）

83.7%

34.9%

14.0% 11.6%
4.7%

介
護
福
祉
士

そ
の
他

看
護
師

生
活
支
援
員

社
会
福
祉
士

【成人】訪問系

N=86（複数回答可）

51.4%
43.2%43.2%

32.4%

13.5%

看
護
師

介
護
福
祉
士

生
活
支
援
員

そ
の
他

社
会
福
祉
士

【成人】居住支援系

N=37（複数回答可）

52.3%

34.1%
27.3%25.0%22.7%

生
活
支
援
員

そ
の
他

看
護
師

介
護
福
祉
士

社
会
福
祉
士

【成人】訓練系・就労系

N=44（複数回答可）

※調査回答のうち、回答数の多かった上位５項目を抜粋
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〇医療的ケアを提供する上での課題は、「災害対策に不安がある」が52.8%と最も高い。

その他、「医療的ケアが実施できる職員の確保が難しい」、「医療的ケアが必要な利用者の体調管理や緊急対応ができるか不安であ

る」「リスク管理が適切にできるか不安である」なども高い水準となっている。

1-4 調査結果（事業所調査）【医療的ケアを提供する上での課題】

問18問1で選択したサービス種別において、医療的ケアを提供する上での課題があれば教えてください。当てはまるものを全て選択してください。必須
※問11で「受け入れている」を選択した方のみ回答してください。

N=195

N=130

N=86

N=150

N=23
N=37

N=44

N=209

N=10

特徴的なものを抜粋

52.8%

50.8%

49.6%

49.6%

32.1%

26.3%

23.6%

19.4%

15.6%

7.4%

6.9%

6.0%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

災害対策に不安がある

医療的ケアが実施できる職員の確保が難しい

医療的ケアが必要な利用者の体調管理や緊急対応ができるか不安である

リスク管理が適切にできるか不安である

医療的ケアが必要な利用者側のニーズに対して対応できないケアや支援内容がある

医療的ケアが必要な方の利用ニーズがあるが、これ以上の数を受け入れるのは難しい

医療的ケアの手技が正しく行えているか不安である

医療的ケアが必要な利用者の急なキャンセルが多く、調整に苦労する

医療的ケアの対応が不要な利用者と比べると、利用日数や回数を制限せざるを得ない

医療的ケアが必要な利用者の通う学校や保育園の対応が難しい

医療的ケアに関してどこに相談すればよいかわからない

その他

特に課題はない

医療的ケアを提供する上での課題 N=916
（複数回答可）

※上位５項目を抜粋

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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〇区市町村や都で必要な取組は、「財政的な支援（人材確保）」が68.0%、「財政的な支援（機器や設備等）」が52.0%と高

く、次いで「医療的ケアが必要な方の支援に関する研修」51.5%（手技・演習）、50.7%（制度等・講義）が続いている。

1-4 調査結果（事業所調査）【区市町村や都で必要な取組】

問20 問１で選択したサービス種別において、医療的ケアが必要な方を受け入れる事業所が増えるためには、区市町村や都において、どのような取組が必要だと思いますか？
当てはまるものを全て選択してください。必須

N=359

N=558

N=13

N=110
N=168

N=299
N=63
N=431

N=735
N=18

68.0%

52.0%

51.5%

50.7%

44.4%

37.0%

33.8%

25.7%

21.8%

16.9%

9.6%

4.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

財政的な支援（人材確保）

財政的な支援（機器や設備等）

医療的ケアが必要な方の支援に関する研修（手技・演習）の実施

医療的ケアが必要な方の支援に関する研修（制度等・講義）の実施

医療的ケアが必要な方に関する相談ができる窓口

医療的ケア児等コーディネーターを中心とした関係機関の連携の推進

普段医療的ケアを実施している看護師等からの手技の引継ぎ支援

医療的ケア児者受入事業所間で情報交換等できる場の設置

医療的ケアが必要な方に関する情報を得ることができるホームページ

手技練習をするためのモデル人形等の貸出

わからない・回答しない

その他

医療的ケアが必要な方を受け入れる事業所が増えるためには、

区市町村や都において、どのような取組が必要だと思うか

N=3317
（複数回答可）
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76.9%

76.9%

69.2%

69.2%

61.5%

医ケアCDを中心とした関係機関の連携の推進

財政的な支援（人材確保）

支援に関する研修（制度等・講義）の実施

受入事業所間で情報交換等できる場の設置

支援に関する研修（手技・演習）の実施

【共通】短期入所（医療型）
N=13（複数回答可）

〇医療型短期入所では、「医療的ケア児等コーディネーターを中心とした関係機関の連携の推進」が76.9％と最も高く、「受入事業

所間で情報交換等できる場の設置」についても69.2％とニーズがある。

1-4 調査結果（事業所調査）【区市町村や都で必要な取組】

問20 問１で選択したサービス種別において、医療的ケアが必要な方を受け入れる事業所が増えるためには、区市町村や都において、どのような取組が必要だと思いますか？
当てはまるものを全て選択してください。必須

N=359

N=558

N=13

N=110
N=168

N=299
N=63
N=431

N=735
N=18

サービスごとに抜粋

80.0%

59.1%

50.0%

47.3%

40.9%

財政的な支援（人材確保）

財政的な支援（機器や設備等）

支援に関する研修（手技・演習）の実施

支援に関する研修（制度等・講義）の実施

医療的ケアが必要な方に関する相談ができる窓口

【共通】短期入所（福祉型）
N=110（複数回答可）

79.3%

69.6%

59.5%

58.2%

46.8%

財政的な支援（人材確保）

財政的な支援（機器や設備等）

支援に関する研修（制度等・講義）の実施

支援に関する研修（手技・演習）の実施

医療的ケアが必要な方に関する相談ができる窓口

【成人】日中活動 N=299（複数回答可）

※調査回答のうち、回答数の多かった上位５項目を抜粋
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〇夜間対応は、「実施していない」が49.8%と最も高い。次いで「緊急時や特段の事情がある際に夜間対応することがあるが、基本
は対応しない」が17.5%。
〇「定期的に対応」「可能な場合に対応」の合計は、訪問看護ステーションでは35.4％、訪問系サービス（共通）では10.0％。

1-4 調査結果（事業所調査）【夜間対応の実施状況】

ない
その他

20.1% 15.3% 42.1% 14.2% 8.4%

4.8% 5.2% 5.6% 75.8% 8.6%

36.3% 8.3% 4.8% 39.3% 11.3%

問23医療的ケアが必要な方のための夜間対応を実施していますか？必須
※問1で「訪問看護ステーション」「居宅介護（ホームヘルプ）」「重度訪問介護」「同行援護」「行動援護」「重度障害者等包括支援」「自

立訓練（生活訓練）」「自立訓練（機能訓練）」「自立生活援助」「居宅訪問型児童発達支援」のいずれかを選択した方のみ回答してください。

N=1085

0 200 400 600 800 1000 1200

14.7%
160

9.0%
98

17.5%
190

49.8%
540

8.9%
97

医療的ケアが必要な方のための夜間対応を実施しているか

定期的に対応している

対応できないこともあるが、可能な場合に対応している

緊急時や特段の事情がある際に夜間対応することがあるが、基本は対応しない

夜間対応は実施していない

その他

20.1%
72

15.3%
55

42.1%
151

14.2%
51

8.4%
30

訪問看護ステーション N=359

36.3%
61

8.3%
14

4.8%
8

39.3%
66

11.3%
19

【成人】訪問系 N=168

4.8%
27

5.2%
29

5.6%
31

75.8%
423

8.6%
48

【共通】訪問系 N=558

内訳

※訪問看護、訪問系の回答を集計

初掲載
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〇夜間対応を実施していない理由は、「夜間に対応できる人材の確保が難しい」が71.0%と最も高い。
その他、「夜間対応のニーズがない」、「夜間に対応することで日中の対応に支障がある」と続いている。

1-4 調査結果（事業所調査）【夜間対応を実施していない理由】

問24「緊急時や特段の事情がある際に夜間対応することがあるが、基本は対応しない」 「夜間対応は実施していない」と答えた事業所に伺います。夜間対応を実施していない理由を教えてください。当ては
まるものを全て選択してください。必須
※問23で「緊急時や特段の事情がある際に夜間対応することがあるが、基本は対応しない」または 「夜間対応は実施していない」を選択した方のみ回答してください。

N=43

掲載 母数訪問系のみに 個別グラフも

71.0%

23.0%

13.0%

24.0%

14.9%

9.0%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

夜間に対応できる人材の確保が難しい

夜間に対応することで日中の対応に支障がある

夜間のリスク対応に懸念がある

夜間対応のニーズがない

財政的に難しい

わからない・回答しない

その他

夜間対応を実施していない理由
N=730
（複数回答可）

※訪問看護、訪問系の回答を集計
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〇夜間対応を実施していない理由について、どのグループにおいても「夜間に対応できる人材の確保が難しい」が最も高く、特に【共

通】訪問系では77.3％と高い。

1-4 調査結果（事業所調査）【夜間対応を実施していない理由】

問24「緊急時や特段の事情がある際に夜間対応することがあるが、基本は対応しない」 「夜間対応は実施していない」と答えた事業所に伺います。夜間対応を実施していない理由を教えてください。当ては
まるものを全て選択してください。必須
※問23で「緊急時や特段の事情がある際に夜間対応することがあるが、基本は対応しない」または
「夜間対応は実施していない」を選択した方のみ回答してください。

N=43

掲載 母数訪問系のみに 個別グラフも

※訪問看護、訪問系の回答を集計

58.4%

31.2%

31.7%

夜間に対応できる人材の確保が難しい

夜間に対応することで日中の対応に支障

がある

夜間対応のニーズがない

訪問看護ステーション
N=202
（複数回答可）

66.2%

23.0%

18.9%

夜間に対応できる人材の確保が難しい

夜間対応のニーズがない

財政的に難しい

【成人】訪問系 N=74
（複数回答可）

77.3%

20.9%

20.7%

夜間に対応できる人材の確保が難しい

夜間に対応することで日中の対応に支障がある

夜間対応のニーズがない

【共通】訪問系 N=454
（複数回答可）

内訳

※調査回答のうち、回答数の多かった上位３項目を抜粋
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〇受け入れを行わない理由は、「医療的ケアが実施できる職員がいない」が76.9%と最も高い。
その他、「医療的ケアがある利用者を受け入れるための設備・機器等を設置・所有していない」、「医療的ケアが必要な利用者と他の
利用者との双方の安全が確保できない」なども高い水準となっている。

1-4 調査結果（事業所調査）【受け入れを行わない理由】

問27「受入れ予定はない」 と答えた事業所に伺います。受入れを行わない理由を教えてください。
当てはまるものを全て選択してください。必須
※問25で「受入予定はない」を選択した方のみ回答してください。

N=72
N=354

N=81
N=57

N=128
N=35
N=366

N=488
N=469

N=7

76.9%

61.1%

44.9%

33.9%

21.6%

12.1%

10.1%

5.8%

4.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

医療的ケアが実施できる職員がいない

医療的ケアがある利用者を受け入れるための設備・機器等を設置・所有していな

い

医療的ケアが必要な利用者と他利用者との双方の安全が確保できない

財政的に難しい

サービスの利用ニーズがない

医療的ケアを実施することへの職員の理解が得られない

急な入院等が多いことから調整が困難である

その他

わからない・回答しない

受入れを行わない理由 N=2057（複数回答可）
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〇受け入れを行わない理由をサービス別に見ると、「医療的ケアが実施できる職員がいない」は全体的に高く、
「医療的ケアがある利用者を受け入れるための設備・機器等を設置・所有していない」については、短期入所（福祉型）や居住支援
系等で特に高い水準となっている。

1-4 調査結果（事業所調査）【受け入れを行わない理由】

問27「受入れ予定はない」 と答えた事業所に伺います。受入れを行わない理由を教えてください。
当てはまるものを全て選択してください。必須
※問25で「受入予定はない」を選択した方のみ回答してください。

N=72
N=354

N=81
N=57

N=128
N=35
N=366

N=488
N=469

N=7

サービスごとに抜粋

84.5%

31.1%

24.3%

医療的ケアが実施できる職員がいない

医療的ケアがある利用者を受け入れるための設備・機器等を設置・所有

していない

医療的ケアが必要な利用者と他利用者との双方の安全が確保できない

【共通】訪問系 N=72（複数回答可）

78.4%

72.7%

47.3%

医療的ケアが実施できる職員がいない

医療的ケアがある利用者を受け入れるための設備・機器等を設置・所

有していない

医療的ケアが必要な利用者と他利用者との双方の安全が確保できない

【成人】居住支援系 N=366（複数回答可）

74.1%

70.4%

53.1%

医療的ケアが実施できる職員がいない

医療的ケアがある利用者を受け入れるための設備・機器等を設置・所有して

いない

医療的ケアが必要な利用者と他利用者との双方の安全が確保できない

【共通】短期入所（福祉型） N=81（複数回答可）

※調査回答のうち、回答数の多かった上位３項目を抜粋
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〇災害時の対応として準備しているものは、「災害時のBCP（業務継続計画）を策定している」が95.2%と最も高い。

次いで「災害時の連絡体制・対応の流れを決めている」が77.2%、「防災訓練・避難訓練を実施している」が73.5となっている。

1-4 調査結果（事業所調査）【災害時の対応として準備しているもの】

問28災害時の対応として準備しているものはありますか。当てはまるものを全て選択してください。必須

BCP

N=13

N=110

N=563

初掲載

95.2%

77.2%

73.5%

50.0%

35.0%

44.9%

17.2%

1.2%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害時のBCP（業務継続計画）を策定している

災害時の連絡体制・対応の流れを決めている

防災訓練・避難訓練を実施している

災害時の施設運営のため、非常用電源を確保している

災害時の利用者の医療機器の充電のため、非常用電源を確保している

災害時に必要な医療資機材、物資を備蓄している

福祉避難所として運営する準備をしている

わからない・回答しない

その他

災害時の対応として準備しているもの N=916（複数回答可）

※問11．医療的ケアが必要な方の受け入れ状況「受け入れている」を選択した事業所の回答を集計
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令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料

・ 日常的に行っている医療的ケアは「経管栄養」が最も多く、次いで「吸引」が多い。
児童と比較し、成人では「経管栄養」、「吸引」を行う割合がより高い。

・ 利用しているサービスは訪問看護が7割以上と最も高く、訪問診療、訪問リハビリが5割超と続
く。

・ 必要であるが不足するサービスは、短期入所（ショートステイ）が6割弱と最も高い。
成人、重症心身障害者では6割以上が短期入所が不足と回答

・ 主な介護者が「断続的にしか睡眠をとることができない日がとても多い」及び「断続的にしか
睡眠をとることができない日が多い」の合計は6割弱

・ 本人の就労の状況は、「就労しておらず、就職活動はしていない」が6割以上と最も高く、「就
労中」は1割未満

・ 将来的な住まいの希望として、施設入所が4割弱、次いで共同生活援助利用が約2割
成人では施設入所が5割超、共同生活援助利用が3割弱

・ 災害時の備えについて、全体の回答では「水・食料・医薬品・ケア用品等の備蓄」が約7割と
最も高い。電源に関する項目について、人工呼吸器利用者では「医療機器用の内部・外部バッ
テリーの稼働時間把握」が7割弱、「予備バッテリーや発電機・燃料を準備」が約6割

1-5 調査結果のまとめ

■都民調査
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1-5 調査結果のまとめ

36

・ 医療的ケアが必要な方を受け入れている事業所、受入対応ができる事業所は全体の3割程度
福祉型短期入所は2割程度、居住支援系、訓練系・就労系は1割程度と特に低い。

・ 医療的ケアを実施している職員は、看護師が約7割
訪問系では介護福祉士、訓練系・就労系では生活支援員等による実施が多い。

・ 夜間対応を「定期的に対応」「可能な場合に対応」する訪問看護ステーションは3割強
訪問系サービス（重度訪問介護を除く）では約1割

・ 医療的ケアが必要な方の受入れを行わない理由・課題としては、医療的ケアが実施できる職員
の確保が困難であることが約8割と最も高い。

・ 受入事業所が増えるために区市町村や都における必要な取組として、人材確保や機器・設備等
への「財政的な支援」、「医療的ケアが必要な方の支援に関する研修」のニーズが高い。
医療型短期入所では、関係機関の連携の推進、受入事業所間での情報交換のニーズが高い。

■事業所調査

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料



議事２
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医療的ケア児支援関連事業について
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法改正

１医療的ケア児等支援センターの改正（14条から18条まで関係）
⑴医療的ケア児支援センターの名称を、医療的ケア児等支援センターに改める。
⑶医療的ケア児等支援センターの業務
①医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族その他の関係者に対し、相談等の支援を行うこととする。
⑷医療的ケア児等支援センターの設置主体が支援の実施に関し配慮すべき関係者の例示を、医療的ケア児及びその家族から医療的ケア児等及び重症心身障害
者並びにそれらの家族に改める。

②情報の提供及び研修の内容を、医療的ケアから医療的ケア児等及び重症心身障害者の支援に改め、情報の提供及び研修を行う対象の関係機関及び民間団体
に、防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加する。
③関係機関及び民間団体との連絡調整について、医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族に対する支援に関して行うこととするとともに、連
絡調整を行う関係機関及び民間団体に、防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加する。

⑤災害時において市町村（特別区を含む。）と連携して医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族に対し必要な情報の提供を行うことを追加す
る。【新設】

2-1 医療的ケア児支援関連事業について
「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」
…支援の対象に医療的ケア者及び重症心身障害者を追加

事項 改正内容

全体 〇法律名「医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族に対する支援に関する法律」
〇支援の対象に医療的ケア者及び重症心身障害者を追加

保育 〇介護従事者の配置

教育 〇学校の範囲に大学、高等専門学校及び専修学校の高等課程を追加
〇介護従事者の配置
〇保護者等の付添いがなくても授業に出席、修学旅行その他学校の行事への参加
〇生涯学習の推進

日常生活における支
援

〇目的に家族の負担軽減を明記
〇必要な支援の例示に一時預かり（レスパイト）、居宅において夜間も利用できるサービス、通学支援等を追
加

相談体制の整備 〇ピアサポートの推進等の追加

情報の共有の促進 〇情報共有を行う対象に防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加

社会的養護 〇良好な家庭的環境で養育されるよう支援体制を整備

切れ目ない医療の提
供

〇18歳に達した後も切れ目なく地域で必要な医療を受けられるよう必要な措置

居住の支援 グループホーム等の整備

就労の支援 就労の支援

地域格差の是正 各地域における支援の状況の検証、格差を是正

医療的ケア児等支援
センター

〇名称「医療的ケア児等支援センター」
〇設置主体…都道府県知事 →指定都市、中核市その他の政令で定める市又は特別区の長を追加
〇情報の提供等を行う対象 →防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加
〇連絡調整を行う対象 →防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加
〇個別避難計画の作成について協力
〇災害時において区市町村と連携して必要な情報の提供

※国から資料提供があれば差し替え

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料

協議
の場

１ 医療的ケア児支援地域協議会（R3-）→支援対象拡大等を踏まえた検討
▸医療的ケア児支援に係る関係機関による施策の推進や連携の強化を図る協議の場を運営

２ 医療的ケア児支援センター（R4-） →支援対象拡大、災害対応等の検討
▸医療的ケア児・家族等に対する相談支援、区市町村・関係機関への情報提供、連絡調整の拠点

相談
拠点

３－１ 重症心身障害児等在宅療育支援事業（S57-） → 支援対象拡大
▸訪問看護による医療的ケアや発達・療育支援、家族への看護技術指導や療育相談等を実施

３－２ 医療的ケア児訪問看護ステーション体制整備事業（R5-）→支援対象拡大、ニーズを踏まえ
検討
▸訪問看護ステーションの職員に対する研修を実施し、医療的ケア児の受入れに係る経費を補助

３－３ 在宅レスパイト・就労等支援事業（H23-） →支援対象の拡大

▸家族の休養や就労等を支援するため、自宅へ訪問看護師の派遣に取り組む区市町村を支援

３－４ 障害者（児）ショートステイ事業 →ニーズを踏まえた検討
  ▸短期入所事業所において病床確保、看護師等に係る経費補助により受入れを促進
  ▸医療型短期入所の新規開設に向けた開拓、医療機器等の整備費用を補助

在宅
支援

４－１ 障害児の放課後等支援事業
  ▸医療的ケア児や重症心身障害児の放課後等の支援の拡充に取り組む区市町村を支援

４－２ 重症心身障害児（者）通所運営費補助事業（H27-）
▸通所施設における適切な療育環境の確保を図るため、区市町村を通じて必要な経費を補助

重症心身障害児（者）通所委託（受入促進員配置）（H22-）
▸都が指定する通所事業所に対して、高い技術を持った看護師等の配置に係る費用を助成し、受入れを促進

通所
支援

法改正を踏まえた検討が必要な主な事業
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項目 事業名 開始年度 内容

協議の場 医療的ケア児支援地域協議会 R3 医療的ケア児支援に係る関係機関による施策の推進や連携の強化を
図る協議の場を運営

相談支援 医療的ケア児支援センター R4 医療的ケア児・家族等に対する相談支援、区市町村・関係機関への
情報提供、連絡調整の拠点

人材養成

医療的ケア児等支援者育成研修 H29 支援に関わる関係機関職員(教育・保育、行政職員も含む)を対象に、
支援に関する基本的な理解を促進

医療的ケア児等コーディネー
ター養成研修

H30
医療的ケア児等の支援を総合調整する医療的ケア児等コーディネー
ターを養成し、医療的ケア児等が地域で安心して暮らしていくこと
ができる体制を整備

医療的ケア児に対応する看護職
員育成研修

R5 障害児通所支援事業所への就業予定、希望がある看護職員向けの医
療的ケアの知識・技術の習得

医療的ケア児等受入促進研修 R4 障害児通所支援事業所等向けの医療的ケア児の受入れ、体制整備に
向けた基礎知識の習得

在宅支援

重症心身障害児等在宅療育支援
事業

S57 訪問看護による医療的ケアや発達・療育支援、家族への看護技術指
導や療育相談等を実施

医療的ケア児訪問看護ステー
ション体制整備事業

R5 訪問看護ステーションの職員に対する研修を実施し、医療的ケア児
の受入れに係る経費を補助

在宅レスパイト・就労等支援事
業

H23 家族の休養や就労等を支援するため、自宅へ訪問看護師の派遣に取
り組む区市町村を支援

障害者（児）ショートステイ事
業

病床確保、看護師等に係る経費補助により受入れを促進
医療型SS新規開設に向けた開拓、医療機器等整備費用補助

情報提供
医療的ケア児支援ポータルサイ
ト

R5 医療的ケア児及びその保護者、関係機関の職員を支援するための情
報提供

区市町村支援
医療的ケア児等総合支援事業
コーディネーター体制整備

R5 医療的ケア児等の支援体制整備に係る各区市町村の取組に対して経
費を補助
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６－１ 医療的ケア児ペアレントメンター事業（R5-）
▸親の就労や子育てに関する不安や悩みに対してメンターによる傾聴、共感、寄り添い等の支援

６－２ 医療的ケア児日中預かり支援事業（R5-） →事業効果等踏まえた見直し
▸医療的ケア児の日中預かりを行う事業所に対して、必要な経費を補助

保護
者の
就労

人材
育成

５ 医療的ケア児等支援者育成研修（H29-） →国カリキュラム改定？
▸支援に関わる関係機関職員(教育・保育、行政職員も含む)を対象に、支援に関する基本的な理解を促進

医療的ケア児等コーディネーター養成研修（H30-） →国カリキュラム改定？
▸主に相談支援専門員等を対象に医療的ケア児の支援を地域において総合調整するコーディネーターを養成

医療的ケア児受入促進研修（R4-） →支援対象拡大
▸障害児通所支援事業所等向けの医療的ケア児の受入れ、体制整備に向けた基礎知識の習得

医療的ケア児に対応できる看護職員育成研修（R5-） →支援対象拡大
▸障害児通所支援事業所への就業予定、希望がある看護職員向けの医療的ケアの知識・技術の習得

７ 医療的ケア児等総合支援事業（R5-） →
▸医療的ケア児等の支援体制整備に係る各区市町村の取組に対して経費を補助

区市
町村
支援

８ 医療的ケア児者実態調査（R8単年度）
▸医療的ケア児者及びその家族、障害福祉サービス事業所等を対象に、施策検討に向けた調査を実施

その
他

※その他法改正を踏まえた検討が必要な事項：共同生活援助の整備、就労支援、夜間を含めた保護者の支援 等

2-1 医療的ケア児支援関連事業について



協議
の場

１ 医療的ケア児支援地域協議会（R3-）→支援対象拡大等を踏まえた検討
▸医療的ケア児支援に係る関係機関による施策の推進や連携の強化を図る協議の場を運営

２ 医療的ケア児支援センター（R4-） →支援対象拡大、災害対応等の検討
▸医療的ケア児・家族等に対する相談支援、区市町村・関係機関への情報提供、連絡調整の拠点

相談
拠点

３－１ 重症心身障害児等在宅療育支援事業（S57-） → 支援対象拡大
▸訪問看護による医療的ケアや発達・療育支援、家族への看護技術指導や療育相談等を実施

３－２ 医療的ケア児訪問看護ステーション体制整備事業（R5-）→支援対象拡大、ニーズを踏まえ
検討
▸訪問看護ステーションの職員に対する研修を実施し、医療的ケア児の受入れに係る経費を補助

３－３ 在宅レスパイト・就労等支援事業（H23-） →支援対象の拡大

▸家族の休養や就労等を支援するため、自宅へ訪問看護師の派遣に取り組む区市町村を支援

３－４ 障害者（児）ショートステイ事業 →ニーズを踏まえた検討
  ▸短期入所事業所において病床確保、看護師等に係る経費補助により受入れを促進
  ▸医療型短期入所の新規開設に向けた開拓、医療機器等の整備費用を補助

在宅
支援

４－１ 障害児の放課後等支援事業
  ▸医療的ケア児や重症心身障害児の放課後等の支援の拡充に取り組む区市町村を支援

４－２ 重症心身障害児（者）通所運営費補助事業（H27-）
▸通所施設における適切な療育環境の確保を図るため、区市町村を通じて必要な経費を補助

重症心身障害児（者）通所委託（受入促進員配置）（H22-）
▸都が指定する通所事業所に対して、高い技術を持った看護師等の配置に係る費用を助成し、受入れを促進

通所
支援

項目ごとの法改正の内容

40

40

６－１ 医療的ケア児ペアレントメンター事業（R5-）
▸親の就労や子育てに関する不安や悩みに対してメンターによる傾聴、共感、寄り添い等の支援

６－２ 医療的ケア児日中預かり支援事業（R5-） →事業効果等踏まえた見直し
▸医療的ケア児の日中預かりを行う事業所に対して、必要な経費を補助

保護
者の
就労

人材
育成

５ 医療的ケア児等支援者育成研修（H29-） →国カリキュラム改定？
▸支援に関わる関係機関職員(教育・保育、行政職員も含む)を対象に、支援に関する基本的な理解を促進

医療的ケア児等コーディネーター養成研修（H30-） →国カリキュラム改定？
▸主に相談支援専門員等を対象に医療的ケア児の支援を地域において総合調整するコーディネーターを養成

医療的ケア児受入促進研修（R4-） →支援対象拡大
▸障害児通所支援事業所等向けの医療的ケア児の受入れ、体制整備に向けた基礎知識の習得

医療的ケア児に対応できる看護職員育成研修（R5-） →支援対象拡大
▸障害児通所支援事業所への就業予定、希望がある看護職員向けの医療的ケアの知識・技術の習得

７ 医療的ケア児等総合支援事業（R5-） →
▸医療的ケア児等の支援体制整備に係る各区市町村の取組に対して経費を補助

区市
町村
支援

８ 医療的ケア児者実態調査（R8単年度）
▸医療的ケア児者及びその家族、障害福祉サービス事業所等を対象に、施策検討に向けた調査を実施

その
他

2-1 医療的ケア児支援関連事業について

項目 各事業 法改正の内容・検討の視点

協議の場 医療的ケア児支援地域協議会

〇本法に新たに記載
〇支援対象者の拡大

成人向けサービスの事業者、当事者及び家族等、
構成委員の検討

相談支援 医療的ケア児支援センター

〇支援対象者の拡大
〇災害時の情報提供、区市町村の個別避難計画
作成の協力

医療的ケア者・重心児者への相談支援、災害に
関する業務等への対応等、相談体制の検討

情報提供 医療的ケア児支援ポータルサイト

〇支援対象者の拡大
〇災害への対応

成人支援に関する情報、災害時対応に関する
情報等、掲載内容の検討

法改正の内容・検討の視点

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料

課題 方向性

成人向けサービスの事業者
当事者及び家族

災害対応
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2-1 医療的ケア児支援関連事業について

項目 各事業 法改正の内容・検討の視点

人材養成

①医療的ケア児等支援者育成研修

②医療的ケア児等コーディネーター養成研

修

③医療的ケア児に対応する看護職員育成

研修（児発・放デイ）

④医療的ケア児等受入促進研修

〇支援対象者の拡大

成人向けサービスの事業者等、研修の対象・

内容の検討

在宅支援

①重症心身障害児等在宅療育支援事業

②医療的ケア児訪問看護ステーション体制

整備事業

③在宅レスパイト・就労等支援事業

④障害者（児）ショートステイ事業

〇支援対象者の拡大

〇日常生活における支援の例示に一時預かり

（レスパイト）、夜間に居宅において提供される

サービスの措置を追加

医療的ケア者への対象拡大等、各事業の対

象・内容の検討

項目 事業名 課題 内容

在宅支援
重症心身障害児等在宅療育支援
事業

医療的ケア児訪問看護ステー
ション体制整備事業

在宅レスパイト・就労等支援事
業

・対象者拡大

障害者（児）ショートステイ事
業

・ショートステイの不足
・指定後の受入、一層の開設支援

短期入所
【概要】
民間の医療コンサルタント業者に委託し、病院、診療所、介護老人保健
施設、介護医療院に対し、医療型短期入所の説明や事業指定に向けた
支援を実施

＜内容＞
①開拓提案のための個別訪問
②フォローアップ
③短期入所開設講習
④短期入所実施研修
⑤他施設の視察

【実績】 R5事業開始～R7年度まで、５施設が医療型短期入所事業所を
開設。

項目ごとの法改正の内容

法改正の内容・検討の視点

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料

課題 方向性

2割）

…医療的ケ

割

成人向けサービスの事業者

1割

5割と最も高い

対象・内容の検討

拡充に向けた

利用ニーズへの対応
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2-1 医療的ケア児支援関連事業について

項目 各事業 法改正の内容・検討の視点

区市町村支援

①医療的ケア児等総合支援事業

②医療的ケア児等コーディネーター体制整
備事業

〇支援対象者の拡大
〇災害時の対応
〇特別区・中核市等における医ケアセンター設置

医ケアセンターと連携した災害時対応や設置主
体拡大に向けた対応の検討

【目的】
【内容】 １区市町村における医療的ケア児等支援の基盤整備に係る業務、2サービス等利
用計画策定前の業務
【実施主体】 区市町村（負担割合 １：国１/２、都１/２ ２：国１/２、都１/４、
区市町村１/４）
【補助基準額】 １：1回当たり140,000円まで（3回分まで申請可能）、2：医療的ケア
児1人当たり4,000円/時間（8時間まで）
【実績】

自治体名 「東京都医療的ケア児等総合支援事業」に関する意見

中野区

杉並区 地域の実情に応じた補助額を検討してほしい。

荒川区

練馬区
1.5名配置しており、相談件数も急増している。今後もニーズの高まりが見込

補助基準額については人口規模に応じて設定するなど、実態に即した金額への見直し

八王子市 してほしい

立川市

項目ごとの法改正の内容
法改正の内容・検討の視点

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料

課題 方向性

76.9％）

R7区市町村調査結果より＞
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【目的】 医療的ケア児等支援センターを設置し、相談支援や情報提供を行うとともに、支援に関わる人材を養成することで、医療的ケア児その
家族が、医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を受けられる体制を構築する
【内容】 保護者等に対する各種相談窓口、区市町村・関係機関への情報提供、連絡調整を実施する
【実施】 区部１箇所（大塚病院）、多摩地域１箇所（小児総合医療センター）に設置

（参考）R6区部

法改正

１医療的ケア児等支援センターの改正（14条から18条まで関係）
⑴医療的ケア児支援センターの名称を、医療的ケア児等支援センターに改める。
⑶医療的ケア児等支援センターの業務
①医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族その他の関係者に対し、相談等の支援を行うこととする。
⑷医療的ケア児等支援センターの設置主体が支援の実施に関し配慮すべき関係者の例示を、医療的ケア児及びその家族から医療的ケア児等及び重症心身障害
者並びにそれらの家族に改める。

②情報の提供及び研修の内容を、医療的ケアから医療的ケア児等及び重症心身障害者の支援に改め、情報の提供及び研修を行う対象の関係機関及び民間団体
に、防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加する。
③関係機関及び民間団体との連絡調整について、医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族に対する支援に関して行うこととするとともに、連
絡調整を行う関係機関及び民間団体に、防災に関する業務を行う関係機関及び民間団体を追加する。

⑤災害時において市町村（特別区を含む。）と連携して医療的ケア児等及び重症心身障害者並びにそれらの家族に対し必要な情報の提供を行うことを追加す
る。【新設】

医療的ケア児支援センター

★令和７年度相談件数 合計476件

個別支援

144
54%

地域支援

123
46% 合計

267

個別支援

127
61%

地域支援

82
39%

合計
209

個別支援…特定の医療的ケア児と家族への個別の支援に向けた対応
地域支援…自治体・地域における支援体制構築の後方的な支援

相談者属性

55
22

7
32

13
11

1
3

21

29
22

3
37

1
27

3
4

28

84
44

10
69

14
38

1
6

4
0
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①本人・家族
②相談支援専門員

③障害福祉事業所等職員
④自治体職員

⑤学校・保育所等職員
⑥医師会・医療機関等職員
⑦他県医ケアセンター職員

⑧自治体設置窓口職員
⑨その他

医ケアコーディネーター

（個別支援）

8
9

69
9
9

2
6
11
22

5
3

49

14
1
2

8
27

13
12

118
9

23
3
8

19
49

（地域支援）

①相談支援専門員
②障害福祉事業所等職員

③自治体職員
④学校・保育所等職員

⑤医師会・医療機関等職員
⑥他県医ケアセンター職員

⑦自治体設置窓口職員
⑧その他

医ケア児コーディネーター

■ 区部
■ 多摩

（参考）R6多摩
2-2【参考】医療的ケア児支援センター相談実績（令和7年度）

区
部

多
摩

個別支援

125
(48%)

地域支援

133
(52%)

合計

258

個別支援

157
(65%)

地域支援

86
(35%)

合計

243

個別支援

123
(49%)

地域支援

126
(51%)

合計

249

個別支援

138
(63%)

地域支援

80
(37%)

合計

218

（参考）令和６年度合計501件 （参考）令和５年度合計467件
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（個別支援）相談内容
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①相談支援
②自治体（相談窓口）

③医療的ケア
④訪問診療
⑤訪問看護
⑥医療機関

⑦障害福祉サービス
⑧在宅レスパイト

⑨レスパイト（入所・入院）
⑩受診相談、入院相談等

⑪保育所、幼稚園
⑫学校

⑬学童クラブ
⑭就労

⑮経済的負担
⑯家族、きょうだい

⑰生活上の不安（心身の健康等）
⑱虐待・DV相談（疑い等を含む）
⑲災害時の対応（支援、備え等）

⑳家族会、ピアサポート等
㉑医療物品・日常生活の支援

㉒外出支援
㉓転居

㉔その他

R7

（参考）R6
R5

■ 区部
■ 多摩

（地域支援）情報提供・助言等の内容
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12

16

6

34
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5

16

4

12

20

9
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15

3

9

20

9

13

6

3

3

19

0 20 40 60

①手当、補助制度等

②相談支援

③自治体（相談窓口）

④医療的ケア

⑤医療機関等

⑥障害福祉サービス

⑦レスパイト（入所・入院）

⑧保育所・幼稚園

⑨学校

⑩家族会・ピアサポート

⑪地域の支援体制

⑫研修

⑬災害時の対応

⑭医療物品・日常生活の支援

⑮その他

■ 区部
■ 多摩

①手当、補助制度等

②相談支援

③自治体（相談窓口）

④医療的ケア

⑤医療機関等

⑥障害福祉サービス

⑦レスパイト（入所・入院）

⑧保育所・幼稚園

⑨学校

⑩家族会・ピアサポート

⑪地域の支援体制

⑫研修

⑬災害時の対応

⑭医療物品・日常生活の支援

⑮その他

10

2
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7
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3

3

1

8
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8
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5
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①相談支援

②自治体（相談窓口）

③医療的ケア

④訪問診療

⑤訪問看護

⑥医療機関

⑦障害福祉サービス

⑧在宅レスパイト

⑨レスパイト（入所・入院）

⑩受診相談、入院相談等

⑪保育所、幼稚園

⑫学校

⑬学童クラブ

⑭就労

⑮経済的負担（手当、助成等含む）

⑯家族、きょうだい

⑰生活上の不安（心身の健康、家事…

⑱虐待・DV相談（疑い等を含む）

⑲災害時の対応（支援、備え等）

⑳家族会、ピアサポート等

㉑医療物品・日常生活の支援

㉒外出支援

㉓転居

㉔その他

（参考）医療的ケア児支援センター相談実績（令和7年度）2-2【参考】医療的ケア児支援センター相談実績（令和7年度）

【参考】
＜災害時の対応＞
個別支援（ 3件）、地域支援（13件）

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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医療的ケア児支援区市町村担当者連絡会

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料



所属 職種

区市町村職員
保健師32、事務17、看護師6、
社会福祉士等15、その他3

コーディネーター
相談支援専門員8、看護師7、保
健師3、社会福祉士等4、その他3

東京都保健所職員 保健師5
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3-1 医療的ケア児支援区市町村担当者連絡会

・医療的ケア児支援区市町村担当者連絡会の実施（全体会）

日時 令和8年6月26日（金曜日）AM10～12時

開催方法 オンライン開催

対象者
〇区市町村医療的ケア児施策担当（障害福祉主管、母子保健主管等）
〇自治体配置の医療的ケア児等コーディネーター

内容

〇都の医療的ケア児支援事業説明
○令和７年度市区町村調査結果の報告
➤調査結果をもとに各区市町村における相談体制の状況を報告

〇取組紹介（都内４自治体より、自治体での取組状況等）
➤相談体制、医療的ケア児の実態把握等をテーマに取組紹介

★134アカウントがアクセス

区部 多摩 島しょ 計

区市町村職員 41 32 0 73

コーディネーター 11 14 0 25

東京都保健所職員 0 4 1 5

（72%）

参加者属性

(71％)

(24％)

(５％)

※申込時の情報から集計（103人分）

区市町村職員
73名

（区41：市町32）
コーディネーター

25名
（区11：市14）

都保健所職員
5名

(多摩４：島1) 

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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3-2 医療的ケア児支援区市町村担当者連絡会
＜各自治体の取り組み紹介＞

○国分寺市
台東区に質問。庁内の情報連携について、連携シート、承諾書についてみられるサイトがあれば教えてほしい。
（台東区）
・現在は公開しているため、検討し共有できるものがあれば共有する。
・シートについては内部で記入、閲覧ができる状況にしている。

○練馬区
保育園で受け入れ可能な8園を指定。実態把握が難しい。どのような調査で人数把握をしているか。
（台東区）
・病院からコーディネーターへ連絡があり、家庭訪問をしている。
・係長会などで情報を提供している。
（北区）
・関連部署に調査を依頼し、障害福祉課で取りまとめる。

○事務局
委託先との連携はどのようにしているか。
（八王子市）
・定期的に連携会議、コーディネーターにも協議会に参加してもらっている。
（北区）
・関係部署と意識して情報共有をこまめにしている。

○医ケア支援センター多摩
家庭訪問はどのような職種がやっているか。
（台東区）
・前任は保健師で家庭訪問を行っていた。今年度は3名中2名が福祉職（係長1名）、1名が保健師。引継ぎは情報シートで細かくお子さんの状況を把握、
関係機関の連携は日ごろの連絡を中心におこなっている。

○事務局
コーディネーターの活用について工夫している自治体があれば教えてほしい
（杉並区）
・区市町村と民間のコーディネーターで役割分担している。
・医ケア法の改正に対して、体制作りが課題である
（医ケア支援センター多摩）
・補足：相談支援専門員がきちんと把握している。

○稲城市
あきる野市の保健福祉係新設の経緯を知りたい。
（あきる野市）
・はざまの人に支援が届くようにコーディネーターを集め保健師を設置し機能を集約し新設した。

○港区訪問看護ステーション
市区町村によってコーディネーターができることが異なっていて、どこまで相談してよいかわからないので、市区町村によって差があることが課題で
あると思う。

○稲城市
台東区に質問、課長会、係会、協議会、それぞれの場でどのようなやり取りをしているのか。
（台東区）
・係長→課長会→連携会議（外部）の順に三層構造で開催
・各課の取り組み、保健所、教育部門、障害部門の取り組みについて課長会で報告、連携会議（外部参加）については、
・個人情報は出していない。

自治体 相談窓口 相談窓口の状況 実態把握の方法 協議の場等の実施

台東区 直営
・障害者福祉課内に設置
・職員3名体制（福祉職2人、保健師1
名）

・庁内連携及び定期的な家庭訪問
により実態把握
・情報を関係者で共有し一元的に
管理

課長級、係長級の各連絡会に加え、
事業所等の外部関係機関、関係課を交
えた連絡会を実施
→医療的ケア児に対する各支援者や区の
支援状況について情報共有

北区 委託 ・訪問看護ステーションへ委託

・庁内連携により関係部署を対象と
した調査を実施
・令和６年度以降は、結果を区医
療的ケア児等コーディネーターと共有
し情報を精査

・自立支援協議会専門部会 「医療的ケ
ア児・者支援部会」を実施
→実態把握調査の結果、医療的ケア児
等コーディネーター事業の実績報告、医療
的ケア児支援の事例紹介を実施

八王子市 委託 ・医療機関等へ委託
・R5年度実態調査
・R6年度ニーズ調査を実施

・医療的ケア児支援検討会を実施
→医療的ケア児及びその家族に対する支
援体制の充実に向けた関係機関の意見
を聴取

あきる野市 直営
・障がい者福祉課内に設置
・医療的ケア児コーディネーターは、部内の他
部署に配置されており、連携を図っている。

・障がい者福祉課が情報収集、医
療的ケア児名簿を作成

・医療的ケア児等支援関係機関連絡会
（庁内関係部署及び関係機関）を実施
→障がい者福祉課が把握した人数や病
名等を共有

＜意見交換・質疑応答の主な内容＞

・相談窓口の委託先との連携方法、医療的ケア児等コーディネーターの活用方法
・実態把握の調査方法の詳細、家庭訪問による把握方法の詳細

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料



48

3-3 医療的ケア児支援区市町村担当者連絡会

今後の連絡会で取り上げてほしいテーマ・内容等
・今後も各自治体の取り組み紹介を継続していただきたいです。その際に自治体内各所管の役割分担や連携につ
いても伺い参考にしていきたいです。
・医療的ケア児支援法の改正について取り上げてほしい。
・災害時対応の他自治体の取り組み、課題。災害時個別支援計画の作成｡課題など。
・民間コーディネーターの意見を自治体に吸い上げていく方策

今回の連絡会に対する意見
・最後に富田先生の総評もあり、勉強になりました。
・質疑応答の時間が長すぎる。

・今回の各区の取り組みの発表まとめを参考にさせていただきながら、練馬区での取り組みを見える化や振り返
りの意味としても、まとめてみようと思います。

※参加者46名から回答収受

➤特に他自治体の取組が参考になったという回答が多数 ※回答者の９１％が「参考になった」と回答

➤他自治体との意見交換、他自治体の取組事例の共有に関するニーズが高い

い機会になりました。

参考になった理由
・区市町村調査報告で全体的な状況を知り、各自治体の取り組み紹介で
は各自治体が工夫されていることを具体的にお話いただいたため。
・主に行政の方々の課題点を共有することが出来た。
・医療的ケア児コーディネーターについて、自治体、民間事業所のそれぞれ
がやる場合のメリット、デメリットなど参考になった。

連絡会をどのように感じたか

とても参考になった 51％

参考になった 32％

やや参考になった 15％

あまり参考にならなかった 2％

全く参考にならなかった 0％

＜終了後アンケートより＞

★ 基礎自治体における好事例の発表、近隣地域ごとに分かれて
のグループワークを行う。

★ 取組方法の共有や困りごとに関する意見交換により、自治体
担当者間・コーディネーター間の横のつながりに資するものと
する。

昨年度同様、取組方法の共有や困りごとに関する意見交換の場づくりのため、対面方式の連絡会を区部・多摩地域
ごとに実施予定
＜予定＞
区部 ９月頃 …（テーマ案）医療的ケア児等コーディネーターとの連携・支援
多摩地域 １２月頃 …（テーマ案）災害対策

令和８年度第１回東京都医療的ケア児支援地域協議会事務局説明資料
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